
統一的な基準による地方公会計 

 

 企業会計は、複式簿記による発生主義会計を採用していますが、地方公共団体にお

ける予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、現金収支を議会の民主的統制下に置く

ことで、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、確定性、客観性、透明性に優

れた単式簿記による現金主義会計を採用しています。このように、地方公共団体と民

間企業では、採用されている会計制度は異なるため、統一的な基準による地方公会計

を導入するものです。 

 

１．単式簿記と複式簿記 

簿記とは、「特定の経済主体の活動を、貨幣単位といった一定のルールに従って帳簿

に記録する手続き」であり、報告書（決算書等）を作成するための技術ですが、記帳方

法により、「単式簿記」と「複式簿記」に区分されます。 

 

単式簿記と複式簿記 

単式簿記 経済取引の記帳を現金の収入・支出として一面的に行う簿記の手法（官庁会計） 

複式簿記 経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行う簿記の手法（企業会計） 

（例）現金 100万円で車を 1台購入した場合 

   ＜単式簿記＞現金支出 100万円を記帳するのみ 

   ＜複式簿記＞現金支出とともに資産増を記帳 

       資産の増加（借方）車両 100万円 

       資産の減少（貸方）現金 100万円 

   ⇒「単式簿記」に加えて「複式簿記」を採り入れることで、資産等のストック 

情報が「見える化」 

 

 上記のとおり、複式簿記では、ストック情報（資産・負債）の総体の一覧的把握が

可能となります。また、複式簿記では、上記記帳と同時に、固定資産台帳に車 1台増

加したことを記録します。これまでも公有財産台帳等において現物管理をしてきたと

思いますが、固定資産台帳では「いくらで買ったか」という金額情報もあわせて記録

することになります。このような金額情報を記録し、会計年度末で資産と負債を一覧

表に集約した貸借対照表を作成すると、対象項目の貸借対照表の残高と固定資産台帳

の残高が一致するはずであり、互いを照合することで、どちらかの間違いが発見され

るといった検証機能の効果も期待されます。このように、複式簿記は、「ストック情

報の把握」とともに、「検証機能を持つこと」に意義があります。 

 

白馬山麓事務組合の平成３０年３月３１日現在の状況は次のとおりです。 



（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 616,177,972 固定負債 54,259,385

有形固定資産 616,177,972 地方債 13,452,385
事業用資産 615,932,264 長期未払金 -

土地 33,837,687 退職手当引当金 40,807,000
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 1,688,959,048 その他 -
建物減価償却累計額 △ 1,106,864,661 流動負債 4,155,144
工作物 - 1年内償還予定地方債 1,991,000
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,164,144
航空機 - 預り金 -
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 2,321,032,000 58,414,529
その他減価償却累計額 △ 2,321,031,810 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 616,177,972

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 53,148,801
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 12,516,372
物品減価償却累計額 △ 12,270,664

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 -
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -

減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 5,265,728
現金預金 5,265,728
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 563,029,171

621,443,700 621,443,700

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：円）

経常費用 560,111,608
業務費用 536,944,420

人件費 34,094,014
職員給与費 23,135,031
賞与等引当金繰入額 2,164,144
退職手当引当金繰入額 2,325,753
その他 6,469,086

物件費等 502,165,559
物件費 418,813,596
維持補修費 -
減価償却費 82,383,646
その他 968,317

その他の業務費用 684,847
支払利息 24,583
徴収不能引当金繰入額 -
その他 660,264

移転費用 23,167,188
補助金等 23,097,888
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 69,300

経常収益 95,779,150
使用料及び手数料 89,090,453
その他 6,688,697

純経常行政コスト △ 464,332,458
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 464,332,458

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



（単位：円）

前年度末純資産残高 535,769,343 588,534,332 △ 52,764,989

純行政コスト（△） △ 464,332,458 △ 464,332,458

財源 381,565,000 381,565,000

税収等 381,565,000 381,565,000

国県等補助金 - -

本年度差額 △ 82,767,458 △ 82,767,458

固定資産等の変動（内部変動） △ 82,383,646 82,383,646

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 82,383,646 82,383,646

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 110,027,286 110,027,286

その他 - - -

本年度純資産変動額 27,259,828 27,643,640 △ 383,812

本年度末純資産残高 563,029,171 616,177,972 △ 53,148,801

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 477,671,769

業務費用支出 454,504,581
人件費支出 34,037,821
物件費等支出 420,442,177
支払利息支出 24,583
その他の支出 -

移転費用支出 23,167,188
補助金等支出 23,097,888
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 69,300

業務収入 477,344,150
税収等収入 381,565,000
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 89,090,453
その他の収入 6,688,697

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 327,619
【投資活動収支】

投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 -
【財務活動収支】

財務活動支出 556,615
地方債償還支出 556,615
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 556,615
△ 884,234
6,149,962
5,265,728

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 5,265,728

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額


